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研究成果の概要（和文）：第一研究では、地域包括支援センターに所属する保健師への質問紙調査を通じて、保
健師が関わった事例分析を通じて、緊急の対応が必要で合った事例の特徴として、口腔状態が不良、かかりつけ
医がいないことが明らかになった。
第二研究では、第一研究の結果をもとに先行研究の分析を加え、口腔衛生の状態および機能に関するチェックリ
スト案を作成した。
第三研究として、作成したチェックリスト案を民生委員に使用してもらい、日頃の見守り活動における活用可能
性と有用性の検証を計画していたが、新型コロナウイルス感染症の流行により、予定していたフィールド地域で
施行することができず、モデル構築までは達成できなかった。

研究成果の概要（英文）：In the first study, through a questionnaire survey of public health nurses 
belonging to the community comprehensive support center, through analysis of cases involving public 
health nurses, the characteristics of cases that required emergency response were "poor oral 
condition”, "no family Doctor".
In the second study, based on the results of the first study, we added an analysis of previous 
studies and created a draft checklist for the state and function of oral hygiene.
As the third research, we had the prepared checklist draft used by local welfare officers and 
planned to evaluate its usefulness in daily monitoring activities. However, it was not possible to 
implement it at the time, and it was not possible to achieve model building.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
独居高齢者の増加、人口減少が起こる中で近隣の互助力が低下を背景として、異変を早期に把握するための指標
は地域での見守り活動を効率的、効果的に展開する上で重要である。本研究を通じて緊急の対応が必要で合った
事例の特徴として口腔状態の低下、かかりつけ医がいない、の2点を明らかにできたことは、平時から観察、会
話を通じた見守りの一助にできると考える。これらに焦点化して作成したチェックリスト案について本研究で
は、新型コロナウイルス感染症流行時期であり、有用性の検証と活用（見守りシステムの構築）には至らなかっ
たが、今後、この点を継続的に研究することで住民主体の見守り活動の質向上に寄与できる可能性がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｆ－１９－２ 
１．研究開始当初の背景 
 健康リスクを抱えながら、情報に乏しく制度利用にたどり着くことができず社会から孤立化
する一人暮らし高齢者が増加している１）。このような自ら支援を求めることが難しい一人暮ら
し高齢者を把握し、その異変を早期に発見するための効果的な見守り体制を構築２）することは
重要な課題である。そのためには高齢者の日常生活圏域で支援者が自ら出向くアウトリーチ活
動が重要３）であり、その担い手として中核機関である地域包括支援センターと地区役員等の住
民との連携による見守り体制の構築が求められている２）。 
 しかし、自治会や民生委員等の一般住民の見守りの視点は個々に委ねられており、異変の判
断や地域包括支援センター等の専門機関へつなぐタイミングには差が生じやすいと考えられる。
専門機関等へのつなぎの遅れは“孤独死”や虐待等の重大な問題に発展する可能性があり、見
守りの担い手が共有できる視点を明らかにすることは重要な課題である。地域包括ケアシステ
ムの構築においてその中核を担う地域包括支援センターは保健師、社会福祉士等の保健医療福
祉の専門職が配置されている。その中で唯一の医療職である保健師の見守りの視点を活かし、
それを明確にし、共有することで見守りの効率化と質向上に寄与できるのではないかと考え、
本研究を計画した。 
 
２．研究の目的 
①地域包括支援センター（地域包括）に所属する保健師・看護師（保健師等）が関わった事

例を通じて、一人暮らし高齢者の異変の早期把握につながる観察の視点を明らかにする。 
②①の視点を活かした見守りの指標を作成する。 
③②で作成した指標を用いた見守り活動を試行し、その効果を検証する。 

 
３．研究の方法 
研究① 地域包括支援センターに所属する保健師等への質問紙調査 

地域包括の保健師等が民生委員からの情報提供の時期が遅かったと評価した一人高齢者
事例の特徴を明らかにすることを目的に、地域包括の保健師等を対象に、郵送法による無記
名自記式質問紙調査を実施する。調査項目は、先行研究の知見をふまえ、【保健師等および
地域包括の特性】9 項目、民生委員からの情報提供で地域包括が初回把握した介護保険サー
ビス未利用の 65歳以上の【事例の特性】32項目と情報提供した【民生委員の特性】4項目、
および【事例への対応と評価】5項目の計 50 項目とした。保健師等からみて、情報提供時期
の良否 2 群間で他項目について統計学的に比較を行う。（研究倫理審査承認機関・月日：三
重県立看護大学研究倫理審査会・平成 29年 12 月 18 日承認 通知番号：175701） 
 
研究② 見守り指標案の作成と実用性の検証 

  研究①の結果をふまえて先行研究の知見を整理し、民生委員等の住民が見守り活動の中で
把握可能な指標（チェックリスト）の案を作成する。次に地域包括支援センターの保健師等
を対象に無記名質問紙調査を行い、指標案の活用可能性を検証する。 

  
研究③ 指標を用いた見守り活動の試行と活用可能性の検証 

  研究②で作成した指標を用いて、民生委員等による見守り活動を一定期間、試行する。次
に試行に参加した民生委員等に無記名自記式質問紙調査を行い、見守り活動への活用可能性
を検証する。 

 
４．研究成果 
研究① 

2018 年 1 月～3月に首都圏、中部圏、関西圏に所在する 4県に所在する全地域包括 905 施
設に各 10 部ずつ調査票を配布し、225 施設、305 名から 443 事例の回答を得た。《情報提供
の時期の評価》の未回答分を除き、417 事例を分析対象とした。 
保健師等が民生委員等からの《情報提供時期》が〈遅い〉と判断した事例は 44例（10.4％）

であった。〈適正〉〈遅い〉の 2 群間で各項目を比較したところ、〈遅い〉群は〈適正〉群に
比べて、【地域包括支援センターの特性】として《運営形態》、事例をつないだ【民生委員の
特性】として《性別》の 2項目、本人の特性では《かかりつけ医》など医療へのアクセス状
況に関する項目、《喫煙》など生活の自立や習慣に関する項目および民生委員等が関わり始
めてから保健師等が《把握するまでの期間》の計 14項目で有意差（p≺.05）が認められた（表
1）。これらの項目について共線性を考慮し 5項目を独立変数とする二項ロジスティック回帰
分析の結果、《情報提供の時期》の良否には《定期通院》を〈していない〉（p≺.01）≪口腔
内状態》が〈悪い〉（p≺.05）の 2項目で有意な関連が認められた。（表 2）一方で《外出頻度》
や《日用品の買い物》では有意差は認められなかった。 
この結果より、民生委員等の見守りにおいて、外出頻度や買い物等の外見的に把握できる

情報のみでは対象となる一人暮らし高齢者の異変を早期に把握することが難しく、結果とし
て地域包括等の専門機関につながるタイミングが遅れ、重大な問題発生につながっている可
能性が示唆された。そして、その対策として口腔状態を観察する、定期通院の状況を聞き取
る等、一見すると自立している高齢者についても観察の視点を明確にした意図的な見守り、



関わりが必要であると考えられた。 
 
 表 1 地域包括支援センターへの情報提供良否別にみた対象事例の特徴 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 表 2 地域包括支援センターへの情報提供時期の適否に関連する要因 
 
 
 
 
 
 
 
研究② 

  研究①からの知見をふまえ、先行研究の分析を通じて虚弱な状態にある高齢者の口腔状態
（衛生状態、機能）の特徴と関連する要因を整理し、民生委員等の非専門職が行う見守り場
面での使用を想定したチェックリスト案を作成した。 

虚弱高齢者の口腔衛生、機能に関する文献収集を行い、最終的に 7編５-11）を採択した。日
本歯科医学会の口腔機能低下症の診断に用いる 7 項目４）、【口腔衛生状態不良】【口腔乾燥】
【咬合力低下】【舌・口腔運動機能低下】【低舌圧】【咀嚼機能低下】【嚥下機能低下】を枠組



みとして、各下位項目について民生委員等が観察や聞き取りで把握可能な 11 項目を精選し
た。それに口腔状態と関連する全身状態として円背５）、研究①の結果をふまえて歯科への定
期通院を加えて計 13 項目を精選した。それらを把握手段別に観察と聞き取りに分類し、民
生委員等が使用可能となる平易な表現で具体的な観察・聞き取りの要点を明示し、13 項目の
チェックリスト案を完成させた。（表 3） 
計画ではこのチェックリストについて、その妥当性と民生委員等による使用可能性を検証

するため地域包括の保健師等を対象に無記名自記式質問紙調査を計画していたが、新型コロ
ナウイルス感染症の流行により想定していた地域の地域包括への調査が実施できず、評価に
は至らなかった。 
 
表 3 見守りチェックリスト案 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
研究③ 

  新型コロナウイルス感染症の流行に伴い、フィールドとして予定していた地域の地域包括、
民生委員組織の受け入れの了解を得ることが困難であったため、本研究では研究③の実施に
は至らなかった。 

 
 総括と今後の課題 
  本研究を通じて、高齢者の見守りにおいて一見するだけでは把握が困難な口腔機能、定期
通院の状況についても注意深く観察あるいは聞き取ることの重要性が示唆された。先行研究
でも、口腔機能の低下が全身状態の低下に先駆けて起こる６）、嚥下機能低下がプレフレイル
リスク要因７）であることが明らかにされており、本研究はそれらを追認する結果であった。 

  その結果をふまえて作成した見守りチェックリスト案は、専門職ではなく様々な知識背景
の民生委員等の非専門職が使用できることを想定したものであり、従前の専門職が使用する
ことを想定する口腔機能低下症評価指標４）よりもより平易に、かつ対象となる高齢者が異変
に無自覚で支援を望まない場合でも使用できることを意図した。特に対面での聞き取りに加
え、目視等での観察からも変化をとらえることができるよう工夫したことが独自の点である
と考える。しかし、その妥当性、使用可能性の評価は新型コロナウイルス感染症の流行下で
実施に至らなかった。フレイルの段階で医療や保健福祉機関以外の日常生活での様々なチャ
ネルの場面で使用できる見守りの指標は、人口減少局面に入り“見守る”側が減少する今後
においては特に重要になると考える。男女ともに高齢者の 60％以上に口腔機能低下が認めら
れた６）との報告もあり、全身の機能低下の徴候として口腔状態に着目することは見守りの質
維持・向上に寄与できると考えられる。今回は実施できなかった研究部分を継続実施し、本
研究の目的に掲げた自立できている時期からの見守りモデルを構築に取り組むことは有意義
であると考える。 

 
 本研究の実施にあたり、調査協力をいただいた皆様、新型コロナウイルス感染症の流行前に
フィールドとして定例会議等に参加させていただいたＡ市Ｂ地区民生委員児童委員協議会の皆
様ならびにＢ地区を担当する地域包括支援センターの皆様に御礼申し上げます。 
 本研究に関して、開示すべき COI はない。 
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